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小売・飲食サービス売上高

耐久財関連（*1） 非耐久財関連（*2）

除く車 自動車 家具 家電 衣料品 ガソリン

12/04 ▲0.5 (＋5.3) ▲0.6 ▲1.0 ▲0.2 ▲0.3 ▲1.9 ▲0.5 ▲1.5 ▲1.7

12/05 ▲0.1 (＋5.2) ▲0.3 ＋0.3 ＋0.8 ＋2.1 ＋1.2 ▲0.3 ＋0.9 ▲2.2

12/06 ▲0.7 (＋3.5) ▲0.8 ▲0.9 ▲0.4 ▲0.7 ▲1.4 ▲0.8 ＋0.7 ▲3.5

12/07 ＋0.7 (＋4.0) ＋0.9 ＋0.6 ＋0.1 ＋1.1 ＋1.4 ＋0.9 ＋0.7 ＋0.5

12/08 ＋1.0 (＋4.9) ＋0.8 ＋1.4 ＋1.8 ▲0.4 ▲1.9 ＋1.0 ＋0.3 ＋6.0

12/09 ＋1.2 (＋5.4) ＋1.1 ＋2.0 ＋1.9 ▲0.0 ＋2.9 ＋0.9 ＋0.5 ＋1.9

12/10 ▲0.2 (＋3.9) ＋0.2 ▲1.5 ▲1.6 ▲0.4 ▲1.7 ＋0.3 ▲0.3 ＋2.3

12/11 ＋0.5 (＋4.2) ＋0.0 ＋2.2 ＋2.7 ＋0.9 ＋2.4 ▲0.4 ＋0.3 ▲4.5

12/12 ＋0.5 (＋4.8) ＋0.3 ＋1.1 ＋1.4 ＋1.3 ▲0.8 ＋0.1 ＋0.9 ▲1.6

13/01 ＋0.2 (＋4.2) ＋0.4 ▲0.1 ▲0.3 ＋0.0 ▲0.1 ＋0.5 ＋0.8 ＋0.7

13/02 ＋1.1 (＋4.6) ＋1.0 ＋0.8 ＋1.1 ▲1.6 ▲0.2 ＋1.5 ＋0.2 ＋5.0

（注）数字は季調済前月比。但し、（　）内は前年同月比（未季調）。

　*1:耐久財関連は、自動車・家具・家電・建材関連の売上の合計。

　*2:非耐久財関連は、小売売上高の合計から、耐久財関連を除いたもの。

小売・飲食サービス売上高（Retail and Food Services Sales）
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13年２月の小売・飲食サービス売上高は、前月比＋1.1％（１月同＋0.2％）と加速し、

市場予想の同＋0.5％を大幅に上回った。拡大した業態は13業態中８業態に増加した。

家具、スポーツ用品・本・趣味用品が減少に転じ、家電、飲食店が減少幅を拡大したほ

か、薬局、衣料品が鈍化した。その一方で、自動車・同部品、その他小売りが増加に転

じたほか、建設資材、食品・飲料、ガソリンスタンド、百貨店を含む一般小売、通信販

売が増加ペースを加速した。 

小売売上高の前月比寄与度（前月比＋1.06％）をみると、ガソリンスタンドが＋

0.57％と最も押し上げ、次に自動車・同部品が＋0.21％、通信販売が＋0.15％、食品・

飲料が＋0.10％、建設資材＋0.07％と続く。生活必需品であるガソリン販売が価格上昇

によって高い伸びとなり、全体を押し上げた。 

また、変動の大きい自動車を除く小売・飲食サービス売上高は、前月比＋1.0％（前

月同＋0.4％）と市場予想同＋0.5％を上回った。 

さらに、小売売上高の基調を示すコア小売売上高（自動車・ガソリン・建材を除く小

売・飲食サービス売上高）は前月比＋0.4％（前月同＋0.3％）と小幅加速した。 

２月の小売売上高は、給与税率の引き上げなどの増税にもかかわらず、雇用・所得の

増加、株高による資産効果、ガソリン価格の上昇等を背景に、拡大ペースを加速した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２月月月月小売・飲食サービ小売・飲食サービ小売・飲食サービ小売・飲食サービ

ス売上高は前月比＋ス売上高は前月比＋ス売上高は前月比＋ス売上高は前月比＋

1111....1111％と％と％と％と加速加速加速加速    
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小売売上高のモメンタム（３ヵ月移動平均・３ヵ月前対比年率）をみると、変動の大

きい自動車を除く小売・飲食サービス売上高は、１、２月のガソリン価格の上昇を主因

に＋3.8％（前月＋3.2％）とプラス幅を拡大した。 

一方、小売売上高の基調を示すコア小売売上高（自動車・ガソリン・建材を除く小

売・飲食サービス売上高）は、＋5.2％（前月＋5.5％）と高い伸びを維持している。増

税のほか、政策期待の低下によって消費者マインドが小幅悪化したが、雇用・所得の増

加傾向、借入環境の改善傾向、株高などを背景に、小売売上高の拡大モメンタムは堅調

さを保っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、２月のコア小売売上高が10－12月期比年率＋4.2％と12年10－12月期の前期比年

率＋4.4％から小幅減速したうえ、１、２月の自動車販売台数は10－12月期比年率＋

7.2％（10－12月期前期比年率＋16.2％）と拡大ペースを鈍化した。３月の個人消費は

株高に支えられる一方で、給与税率の引き上げ、ガソリン価格の上昇、財政問題による

ココココア小売売上高は３ヵア小売売上高は３ヵア小売売上高は３ヵア小売売上高は３ヵ

月移動平均・３ヵ月前月移動平均・３ヵ月前月移動平均・３ヵ月前月移動平均・３ヵ月前

対比年率で＋対比年率で＋対比年率で＋対比年率で＋5.5.5.5.2222％と％と％と％と

堅調さを維持堅調さを維持堅調さを維持堅調さを維持    

１１１１－－－－３３３３月期の実質個人月期の実質個人月期の実質個人月期の実質個人

消費は前期比年率＋消費は前期比年率＋消費は前期比年率＋消費は前期比年率＋

1.1.1.1.7777％と小幅％と小幅％と小幅％と小幅減速減速減速減速するするするする

公算公算公算公算    
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先行き不透明感等によって、拡大ペースを抑制されると見込まれる。以上を勘案すると、

13年１－３月期の実質個人消費は前期比年率＋1.7％程度（10－12月期同＋2.1％）と11

年４－６月期以降続く前期比年率＋２％前後の緩やかな拡大となる公算が大きい。 

 

 

 

 

 


